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水源地域の現状と課題
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日本の人口推移

○我が国では、2008年をピークに人口減少局面に入り、2065年には約9千万人になると推定。

＜総人口推移＞

資料：

総務省統計局「国勢調査」「人口推計」，国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推
計人口（平成29年推計）」，上記はいずれも死亡中位の推計。
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成30（2018）年推計）

＜2015年の総人口を100としたときの指数でみた2045年の総人口＞

総人口（万人）
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○水源地域はその多くが中山間地域に位置し、過疎化、高齢化が進行。
○人口減少の著しい地方部では地域が維持できなくなり、集落機能の低下や集落そのものの消滅につ

ながる可能性。

水源地域の動向
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転入者がいない集落の割合

消滅の可能性がある集落の割合

機能が低下又は維持困難な集落の割合

65歳以上の高齢者が50％以上の集落の割合

世帯数が10世帯未満の集落の割合 平地 中間地 山間地

（％）

＜過疎地域等の集落の状況＞

資料：総務省「国勢調査」
注１：高齢化率は、65歳以上の割合。
注２：平成17年の中山間地域の値は、旧市区町村単位により、

農林水産省大臣官房政策課が集計。
平成22年及び平成27年の中山間地域の値は、旧市区町村単位により、
農林水産省地域振興課が集計。

資料：国土交通省及び総務省「過疎地域等条件不利地域に
おける集落の現況把握調査」（平成28年３月）

注：「山間地」は、林野率が80％以上の集落、「中間地」は、
山間地と平地の中間にある集落、「平地」は、林野率が
50％未満でかつ耕地率が20％以上の集落。

※中山間地域とは、
農林統計上用いる農業地域類型のうち、中間農業地域と山間農業地域を合わせた地域

＜全国の中山間地域の人口及び高齢化率の推移＞
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水源地域の動向（埼玉県秩父市の例）

（H19-18）（H20-19）（H21-20）（H21-22）（H22-23）（H23-24）（H24-25）（H25-26）（H26-27）（H28-27）（H29-28）

全国 0.10 0.04 -0.04 0.02 -0.20 -0.22 -0.17 -0.17 0.01 -0.13 -0.14 

秩父（大滝地区） -3.13 -5.28 -6.32 -3.91 -2.87 -6.85 -4.00 -7.45 -2.53 -3.30 -8.54 

＜過去１０年における人口増減率比較＞

大滝地区
秩父市

資料：秩父市大滝総合支所資料より作成

＜埼玉県秩父市大滝地区の人口推移＞

4



適切な管理が行われていない森林が増加

○森林所有者の４分の１が不在村者であり、森林に関心がない所有者は、相続をしても登記をしないこ
となどから、誰が所有しているのか、どこが境界なのかわからず放置される森林が増加。

○消滅した集落における森林・林地の管理状況は、59％が元住民、行政機関等が管理しているものの、
残りの集落では放置。

資料：国土交通省

「農地・森林の不在村森林所有者に
対するインターネットアンケート調査」
（平成23年）

＜不在村所有者の農地・森林の利用実態＞

資料：

国土交通省及び総務省「過疎地域等条件不利地
域における集落の現況把握調査」（平成28年３月）

在村者

1,016万
ha

76%

都道府県

内在住

195万ha
60%

都道府県

外在住

132万ha
40%

不在村者

327万ha
24%

＜在村者・不在村者別私有林面積と割合＞

資料：2005農林業センサス
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59%

元住民が管理, 28%

他集落が

管理, 3%

ボランティア等が

管理, 1%
行政が管理, 27%

放置, 41%

＜消滅集落跡地の森林・林地の管理状況＞

不在村森林所有者の
８割程度が所有森林
を放置
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資料：農林水産省「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査」、「農林業センサス」
注：総農家＝自給的農家＋販売農家

自給的農家（経営耕地面積が30ha未満かつ農産物販売金額が年間50万円未満の農家）
販売農家（経営耕地面積が30ha以上または農産物販売金額が年間50万円以上の農家）

住宅裏斜面の崩壊状況

耕作放棄地の増加

＜耕作放棄地率の推移＞

埼玉県秩父市大滝地区

資料：農林水産省「農林業センサス」（組替集計）
注：農業地域類型区分は、平成12年は平成13年11月改定のもの、平成17年は平成20年6月改定のもの、

平成22年・平成27年は平成25年3月改定のものを使用。

＜耕作放棄地面積の推移＞
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空き家の増加

○全国的に空き家が増加している。

○人口減少率と空き家増加率は相関関係にある。

○特に山間地域においては、空き家が増加することによるダメージが大きい。

＜空き家の増加＞ ＜空き家増加率と人口増減率＞
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都市用水の約7割がダム等の水資源開発由来

資料：国土交通省「平成30年版水資源の現況」をもとに国土交通省水資源部水源地域振興室作成
注：都市用水は生活用水及び工業用水の合計

都市用水の水源の内訳

○日本では年間約259億m3の都市用水を使用

ダム等による開発水量, 72%

自然の水量, 28%

河川水, 77%

地下水, 23%

都市用水
259億㎥
（平成27年）
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健全な水循環における水源地域

○「健全」な水循環を保つため、水源地域を含む流域が一体となって様々な課題に取り組むことが必要。

水源地域が健全であることが健全な水循環の維持につながる

健全な水循環の概念図

（出典：内閣官房水循環政策本部事務局）
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水源地域への援助・協力に関する国民の意識

出典：水に関する世論調査（平成20年6月；内閣府大臣官房政府広報室）

積極的に援助や協力を行いたい

ある程度援助や協力を行いたい

一概に言えない

わからない

あまり援助や協力を行いたくない

全く援助や協力を行いたくない

水源地域への援助・協力について水源地域への援助・協力について

・水源地域の美化活動（ゴミ拾い
や草取り等）

・水源地域から産出される産品の
購入

・水源地域の人たちと一緒に行う
地域活性化活動

・水源地域で行われるイベント
への参加

・水源地域の森林整備ボランティア
活動（間伐、枝打ち等）

・水源地域での小中学校の廃校
や廃屋の利用

・その他

・わからない
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約７割の人が水源地域に対して何らかの援助・協力を行いたいと回答

行いたい援助・協力の具体的内容行いたい援助・協力の具体的内容
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